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１，３８２�

４，６６６�

３９，０７４�
（１４，３２０）�

２，０００�

３１７�
９７７�

１，５４５�

（―）�
―�
―�

４６，６９８�
４１，９０８�

５１，４１４�
４１，９０８�

１４，６３２，６６０�
４３８，０８７�

１００，４６５�

１２，４３８�
―�

３６，７２７�
０�

２２，９４８�
３４，２５８�

―�

４２，５８５�
７，６９０�

２５２，０３１�

５８７，１６２�
０�

３５６，２８１�
１４，３３４，２２２�
９６，１００�

１０，０１９�
７�

―�
３５０�

２１，２６８�
３０，６９１�

３４，６９０�

２３，５９４�
７，１１４�

１７０，３６７�

４５０，００３�
０�

（ 負 債 の 部 ）�
保 険 契 約 準 備 金�

そ の 他 負 債�
再 保 険 借�
代 理 店 借�

繰 延 税 金 負 債�

支 払 承 諾�
負 債 の 部 合 計�

再評価に係る繰延税金負債�

偶 発 損 失 引 当 金�

債権売却損失引当金�
特定債務者支援引当金�

退 職 給 付 引 当 金�

価 格 変 動 準 備 金�

（ 資 本 の 部 ）�

剰 余 金�
再 評 価 積 立 金�
基 金 償 却 積 立 金�
基 金�

資 本 の 部 合 計�
株式等評価差額金�
土地再評価差額金�

負債及び資本の部合計�

（ 資 本 の 部 ）�
基 金�
法 定 準 備 金�

再 評 価 差 額 金�
剰 余 金�

資 本 の 部 合 計�
評 価 差 額 金�

負債及び資本の部合計�

―� ―�

―�

―�―�

―�―�

―�―�

―�
―�―�

―�
―�

―�
―�

―�
―�

―�
―�

―�

―�

―�

―�
―�

―�

―�

―�

―�

―�

―�
―�

―�

―�
―�

―�

―�

―�
―�
―�
―�

―�

―�

―�

―�

構成比�

（平成１４年３月３１日現在）�（平成１３年３月３１日現在）�

金　額� 構成比� 金　額�

平成１２年度末� 平成１３年度末�

（平成１５年３月３１日現在）�

構成比�金　額�

平成１４年度末�



財
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状
況
�

経

常

損

益

の

部
�

特別勘定資産運用損�

５．５�
１４９�その他の経常費用�

１８０，２２６�

事 業 費�

保険金据置支払金�
税 金�
減 価 償 却 費�

そ の 他 経 常 費 用�
２３２，８３４�

１９，６６３�
１８，２１９�

２４，８７０�
３０６，７２９�
２７０，８６７�

３，７４５� ５，４２０�
２２，４０９� １２９，９９８�０．７�

２０１，３２９�
１８，０３９�
１９，７９５�

５１，５３８�
２９７，８０７�
２４２，９０９�

２１３，４４５�

１８，８２４�
１６，９６４�

２５４，６５５�
２７３，２８４�
９２，８３１�

―�有 価 証 券 償 還 損�

為 替 差 損�
金融派生商品費用�

貸倒引当金繰入額�

賃貸用不動産等減価償却費�
貸 付 金 償 却�

そ の 他 運 用 費 用�
９，３０８�
４，６４７�

２０，５６２�

１９，３０２�
―�
―�

資 産 運 用 費 用�
支 払 利 息�

売買目的有価証券運用損�

有 価 証 券 評 価 損�
有 価 証 券 売 却 損�

金銭の信託運用損�

４５，９２６�
１５，２１９�

―�

１５２，８１７�
１，５８６�
１１，３９３�

０�―�

９，３９９�
９，６０７�

１２�

１３，２０９�
―�

６，５７５�

９，８４４�
８，２３６�

４１８�

２０７�
―�

１４，５６６�

２，０９６�
８５，９５０�
２２０，８３９�

４０４，９７１�
７８３�

４，９５７�

１２４，４１７�

―�
７３，３３６�

３２４，３７４�
５１５�
―�

９４．５�

５４５，５６０�給 付 金�

そ の 他 返 戻 金�
解 約 返 戻 金�

責任準備金等繰入額�
再 保 険 料�

支 払 備 金 繰 入 額�
社員配当金積立利息繰入額�

７３１�

１９，８０４�
２２，０４２�

２，２３８�

３２６，０５５�
６５３，６４５�

その他の経常収益�
退職給付引当金戻入額�

保 険 金 等 支 払 金�

年 金�
保 険 金�

２，３１９，９９７�
６７４，１０１�
１１９，９０２�

２５，０３１�
１，０２０�

３，０７２，４５３�

４７０，８４０� ４５７，９５９�

６８８�
１５，５３１�
１４，２８０�
１，２５０�

６２６，６７５�
２６５，９７６�

６６６�

―�
５５４�

５５４�

６０１，８８０�
１９５，５４２�

２，１３４，９１５�
６３１，３１８�
１３９，４１６�

１９，０７６�

３，０９６，１３５�
２，１６７�

２，１４８，６９７�

１５５，６３７�
７３７，０１２�

３，００１，５６６�９９．３�
５，０６４�
１１，３２７�

４．２�

９５．８�

（単位：百万円、％）�

８５３�為 替 差 益�

そ の 他 経 常 収 益�
そ の 他 運 用 収 益�

支 払 備 金 戻 入 額�
保険金据置受入金�
年金特約取扱受入金�

責任準備金戻入額�

２，４８４�
１９６，８００�

２２９，８５３�
―�

４５５，１８９�
６５１�

不 動 産 賃 貸 料�
貸 付 金 利 息�

有 価 証 券 償 還 益�
有 価 証 券 売 却 益�
金銭の信託運用益�
その他利息配当金�

９６，６８４�
―�

―�

１７０，７９９�
３４，４７７�
６，８５７�

５７３� ―�

２，２５７�

１４８，２３１�

１９１，９９０�
―�

３６３，７２３�
４９５�

３，０３７�
１８４，０７２�

２９８，４３７�
４，３６５�

５０６，３０４�
４５９�

１１２，０３８�
０�

―�

１４８，４７１�
３１，４８７�
６，０８９�

９２０�

―�
８３，２４４�

１３４，５３０�
３１，２１４�
７，３６５�

１００．０�
２，２９５，０２９�保 険 料 等 収 入�

再 保 険 収 入�
保 険 料�

資 産 運 用 収 益�

預 貯 金 利 息�
有価証券利息・配当金�

利息及び配当金等収入�
５０２，４６０�
４０４，２７２�

１９１，３１１�
８２５�

２，２９４，２９３�
７３５�

科 目�

３，２５２，６７９�
２，２７７，６８３� ２，１８４，７５５�

４７７，１３９�
３６４，０３０�

１７７，５６２�
４１９�

２，２７６，３６９�
１，３１３�

４４０，５０４�

１８２，７２８�

３５５，８８０�
４１�

２，１８４，１１４�
６４１�

１００．０�３，１１８，５４５� ３，１３１，５６４�

■損益計算書�

１００．０�経 常 収 益�

経 常 費 用�

経 常 利 益�

（平成１４年４月１日から�
平成１５年３月３１日まで）�

百分比�

平成１３年３月３１日まで）�

金　　　　　額�

平成１２年度�

（平成１２年４月１日から�

百分比�

平成１４年３月３１日まで）�
（平成１３年４月１日から�

金　　　　　額�

平成１３年度�

金　　　　　額�

平成１４年度�

百分比�
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�

平成１４年度�

（単位：百万円、％）�

金　　　　　額�

平成１５年３月３１日まで）�

百分比�

（平成１４年４月１日から�

平成１３年度�平成１２年度�

金　　　　　額�

平成１３年３月３１日まで）�

金　　　　　額� 百分比�

特定債務者支援引当金戻入額�
不動産動産等処分益�

偶発損失引当金繰入額�

価格変動準備金戻入額�

債権売却損失引当金繰入額�

価格変動準備金繰入額�

不動産動産等処分損�

貸倒引当金戻入額�
特
別
損
益
の
部
�

社会厚生事業増進助成金�
退職給付会計基準変更時差異処理額�
そ の 他 特 別 損 失�

不 動 産 圧 縮 損�

（平成１３年４月１日から�（平成１２年４月１日から�科 目� 平成１４年３月３１日まで）�

百分比�

平成１４年度�

（単位：百万円）�

平成１５年３月３１日まで）�
（平成１４年４月１日から�

平成１３年度�平成１２年度�

平成１３年３月３１日まで）�
（平成１２年４月１日から�科 　 　 　 目�

任 意 積 立 金�

基 金 償 却 積 立 金�
基 金 利 息�
役 員 賞 与 金�

監 査 役 賞 与 金�
取 締 役 賞 与 金�

損 失 て ん 補 準 備 金�

■剰余金処分に関する書面�

不動産圧縮特別勘定積立金�

退 職 給 与 積 立 金�
社会厚生事業増進積立金�
不動産圧縮積立金�

価 格 変 動 積 立 金�
基 金 償 却 準 備 金�

平成１４年３月３１日まで）�
（平成１３年４月１日から�

特 別 利 益�

特 別 損 失�

当 期 未 処 分 剰 余 金�

価格変動積立金取崩額�

法 人 税 及 び 住 民 税�
法 人 税 等 調 整 額�

税 引 前 当 期 剰 余�

土地再評価差額金取崩額�

当 期 剰 余�
前 期 繰 越 剰 余 金�

退職給与積立金取崩額�
社会厚生事業増進積立金取崩額�

１０，５２３� ０．３� ３８，４０３� １．２� １２，０４６� ０．４�

４７，１５７� １．４� ５３，２９６� １．７� ９８，６６４� ３．２�

７０，２８０�３９，０７４�１３５，２６７�

１４３，５９１�

１１８，４８８�

△１６，９８５�

△１０，３６３�

３４７�
７０２�

３２，７１４�
３．６�

３５，４６６� １．１�
４．４�

１８８�
８０４�

２９，１８６�
△５，４２５�

１４，３２０� ０．５�

１５，２７０�
７，５１７�

△２２，０７３�
０．５�
０．２�

２６，６２８�

３９７�
１９１�

４２，７５４�

３０８�

１．４�

４９，８６５�
４３，３８０�

△４９，２３８�

１．４�
１．６�

―�

―�
５，５５２�

４，９７１�
２０，３６６�

４，３６２�
１３，６７５�

―�
―�

２，４１０�

９，６３５�
―�

１２３� ２４６�

―�
１３，７５１�
７０２�

―�
１３，７５１�
８０４�

０�

５，４３６�
―�

２７，１４２�
０�

４，９１４�
―�

３３，５７８�

３４２�

５７，６７０�
１３，７５１�
３９７�

０�

２，５３１�
１０，１３３�

１３，８３６�

不動産圧縮特別勘定積立金取崩額�

差 引 純 剰 余 金�

剰 余 金 処 分 額�
社 員 配 当 準 備 金�

計�

不動産圧縮積立金取崩額�

任 意 積 立 金 取 崩 額�
当 期 未 処 分 剰 余 金�

海外投資等損失準備金取崩額�
危険準備積立金取崩額�

次 期 繰 越 剰 余 金�

４，６６６�

１０６，０９０�
１３５，２７６�

７９，４０４�
２６，６８６�

８５，６４８�
２８，５２８�
５７，１１９�

８５，６４８�

１３５，２６７�
９�

９�

４６，５７４�
４１，９０８�

３９，０７４�

７０，４５４�
４７，６５４�
２２，７９９�

７０，４５４�

１７３�

１７３�
７０，２８０�

２９，１８６�

２９，２５３�

７００�
―�

４，６６６�

３５２�
―�

４００�

―�
６，６１７�

４１０�

２０，０００�

―�

４１�
６�

５，７１８�

６７８�
４８�

２４１�
２０，０００�

―�

１９�

３６，６８１�
４�

３２６�
２４�

８７�

４００�

１，２７６�
―�

３１９�
―�

―�

２０，０００�

―�

２１，９９６�
―�

６５８�
―�

１４５�

―� ―� ―�

―�

―�―�

―�

―�
―�

―�
―�

―�
―�

―�

―�―�
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況
�

のうち時価のあるものについては３月末日�

算定は移動平均法）、時価のないものについ�
ては取得差額が金利調整差額と認められる�
公社債（外国債券を含む）については移動�
平均法による償却原価法（定額法）、それ以�
外の有価証券については移動平均法による�
原価法によっております。なお、その他有�
価証券の評価差額については、全部資本直�
入法により処理しております。�

の市場価格等に基づく時価法（売却原価の� あるもののうち株式については３月中の市�

よる原価法によっております。なお、その�
れ以外の有価証券については移動平均法に�
移動平均法による償却原価法（定額法）、そ�
れる公社債（外国債券を含む）については�
ついては取得差額が金利調整差額と認めら�
価の算定は移動平均法）、時価のないものに�
末日の市場価格等に基づく時価法（売却原�
場価格等の平均、それ以外については３月�

法による原価法、その他有価証券で時価の�

の市場価格等の平均に基づく時価法へ変更�
日の市場価格等に基づく時価法から３月中�
もののうち、株式についての評価を３月末�
　当年度からその他有価証券で時価のある�
本直入法により処理しております。�
他有価証券の評価差額については、全部資�

は時価法、時価のないものについては取得�

（外国債券を含む）については移動平均法�
による償却原価法（定額法）、それ以外の有�
価証券については移動平均法による原価法�
によっております。なお、その他有価証券�
の評価差額については、全部資本直入法に�
より処理しております。�

差額が金利調整差額と認められる公社債�

同　　　　　左�

同　　　　　左�

同　　　　　左�

同　　　　　左�

２．デリバティブ取引の評価基準および評価方法�

３．不動産及び動産の減価償却の方法�

４．自社利用のソフトウェアの減価償却の方法�

同　　　　　左�

同　　　　　左�

算基準�

　貸倒引当金�（�１�）�
６．引当金等の計上基準�

５．外貨建の資産および負債の本邦通貨への換�

同　　　　　左�

同　　　　　左�

３．不動産及び動産の減価償却の方法�

２．デリバティブ取引の評価基準および評価方法�

ます。�
繰延税金資産が５，２９４百万円減少しており�
株式等評価差額金が９，３５１百万円増加し、�
る場合と比べ、有価証券が１４，６４５百万円、�

４．自社利用のソフトウェアの減価償却の方法�

５．外貨建の資産および負債の本邦通貨への換�
算基準�

　貸倒引当金�（�１�）�
６．引当金等の計上基準�

計上しております。また、現状、経営破綻�
よる回収可能見込額を控除し、その残額を�
額から担保の回収可能見込額および保証に�
る債権については、下記直接減額後の債権�
務者（以下「実質破綻先」という）に対す�
権および実質的に経営破綻に陥っている債�
務者（以下「破綻先」という）に対する債�
形式的な経営破綻の事実が発生している債�
しております。破産、民事再生等、法的・�
び償却・引当基準に則り、次のとおり計上�

計上しております。また、現状、経営破綻�
よる回収可能見込額を控除し、その残額を�
額から担保の回収可能見込額および保証に�
る債権については、下記直接減額後の債権�
務者（以下「実質破綻先」という）に対す�
権および実質的に経営破綻に陥っている債�
務者（以下「破綻先」という）に対する債�
形式的な経営破綻の事実が発生している債�
しております。破産、民事再生等、法的・�
び償却・引当基準に則り、次のとおり計上�

　貸倒引当金は、資産の自己査定基準およ� 　貸倒引当金は、資産の自己査定基準およ�

ております。�

２．デリバティブ取引の評価基準および評価方法�
　デリバティブ取引の評価は時価法によっ�

３．不動産及び動産の減価償却の方法�

４．自社利用のソフトウェアの減価償却の方法�

物については定額法により、動産について�
は定率法によっております。�

　　不動産及び動産の減価償却の方法は、建�

す。�

算基準�

　貸倒引当金�（�１�）�
６．引当金等の計上基準�

により円換算しております。�
式及び関連会社株式は、取得時の為替相場�
より円換算しております。なお、子会社株�
会社株式は除く）は、決算日の為替相場に�
　外貨建資産・負債（子会社株式及び関連�

５．外貨建の資産および負債の本邦通貨への換�

能期間に基づく定額法により行っておりま�
ソフトウェアの減価償却の方法は、利用可�
　　　その他の資産に計上している自社利用の�

る債権については、下記直接減額後の債権�
額から担保の回収可能見込額および保証に�
よる回収可能見込額を控除し、その残額を�
計上しております。また、現状、経営破綻�

び償却・引当基準に則り、次のとおり計上�
しております。破産、民事再生等、法的・�
形式的な経営破綻の事実が発生している債�
務者（以下「破綻先」という）に対する債�
権および実質的に経営破綻に陥っている債�
務者（以下「実質破綻先」という）に対す�

　貸倒引当金は、資産の自己査定基準およ�

しております。この結果、従来の方法によ�

１．有価証券の評価基準および評価方法�
　有価証券（現金及び預貯金・買入金銭債�
権のうち有価証券に準じるものおよび金銭�
の信託において信託財産として運用してい�
る有価証券を含む）の評価は、売買目的有�
価証券については時価法（売却原価の算定�
は移動平均法）、満期保有目的の債券につい�
ては移動平均法による償却原価法（定額法）、�
子会社株式及び関連会社株式（保険業法第�
２条第１２項に規定する子会社および保険業�
法施行令第２条の２第２項に規定する子法�
人等のうち子会社を除いたものおよび関連�
法人等が発行する株式をいう）については�
移動平均法による原価法、その他有価証券�

１．有価証券の評価基準および評価方法�
　有価証券（現金及び預貯金・買入金銭債�
権のうち有価証券に準じるものおよび金銭�

発行する株式をいう）については移動平均�
ち子会社を除いたものおよび関連法人等が�
第２条の３第２項に規定する子法人等のう�
項に規定する子会社および保険業法施行令�
式及び関連会社株式（保険業法第２条第１２�
均法による償却原価法（定額法）、子会社株�
法）、満期保有目的の債券については移動平�
基づく時価法（売却原価の算定は移動平均�
価証券については３月末日の市場価格等に�
る有価証券を含む）の評価は、売買目的有�
の信託において信託財産として運用してい�

■重要な会計方針�

１．有価証券の評価基準および評価方法�
　有価証券（現金及び預貯金・買入金銭債�
権のうち有価証券に準じるものおよび金銭�
の信託において信託財産として運用してい�
る有価証券を含む）の評価は、売買目的有�
価証券については時価法、満期保有目的の�
債券については移動平均法による償却原価�
法（定額法）、子会社株式及び関連会社株式�
（保険業法第２条第１３項に規定する子会社�
および保険業法施行令第２条の２第２項に�
規定する子法人等のうち子会社を除いたも�
のおよび関連法人等が発行する株式をいう）�
については移動平均法による原価法、その�
他有価証券のうち時価のあるものについて�

平成１２年度� 平成１３年度� 平成１４年度�
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�

　退職給付引当金�（�２�）�　退職給付引当金�（�２�）�　退職給付引当金�（�２�）�

則第１１条第２項の規定により計上しておりま�
　　　危険準備積立金は、保険業法施行規則附�
　危険準備積立金�（�６�）�

す。�
同　　　　　左�

　危険準備積立金�（�６�）�

書」平成１０年６月１６日企業会計審議会）に�
基づき、当年度末において発生したと認め�

職給付に係る会計基準の設定に関する意見�
備えるため、退職給付に係る会計基準（「退�
　退職給付引当金は、従業員の退職給付に�

の規定に基づく引当金であり、㈱共同債権�
買取機構へ売却した債権に係るものであり�

　特定債務者支援引当金は、商法第２８７条�

援を行っている特定の債務者に対し、将来�
発生する支援額を合理的に見積もり、必要�
と認められる額を計上しております。�

の２の規定に基づく引当金であり、再建支�

　　　債権売却損失引当金は、商法第２８７条の２�

規定により算出した額を計上しております。�
　　　価格変動準備金は、保険業法第１１５条の�
　価格変動準備金�（�５�）�

られる額を計上しております。�

　債権売却損失引当金�（�３�）�

　特定債務者支援引当金�（�４�）�

ます。�

　偶発損失引当金は、商法第２８７条の２の規�
定に基づく引当金であり、債権流動化等に�

同　　　　　左�

もり、必要と認められる額を計上しており�
伴い将来発生する可能性のある損失を見積�

ます。�

　価格変動準備金�（�５�）�

　偶発損失引当金�（�４�）�

同　　　　　左�

　債権売却損失引当金�（�３�）�

同　　　　　左�

る額を計上しております。�

同　　　　　左�

不動産先渡契約等に関し将来発生する可能�
性のある損失を見積もり、必要と認められ�

規定に基づく引当金であり、債権流動化・�
　偶発損失引当金は、商法第２８７条の２の�

　価格変動準備金�（�５�）�

　偶発損失引当金�（�４�）�

同　　　　　左�

同　　　　　左�

　債権売却損失引当金�（�３�）�

該部署から独立した資産監査部署が査定結�

ており、その金額は２８，４５３百万円でありま�
立不能見込額として債権額から直接減額し�
が可能と認められる額を控除した残額を取�
から担保の評価額および保証等による回収�
担保・保証付貸付金等については、債権額�
　なお、破綻先および実質破綻先に対する�

果を監査しており、その査定結果に基づい�

基づき、関連部署が資産査定を実施し、当�
　すべての債権は、資産の自己査定基準に�

置法第５５条の２の海外投資等損失準備金を�
込額を特定海外債権引当勘定（租税特別措�
の政治経済情勢等に起因して生ずる損失見�
　なお、特定海外債権については、対象国�

績率を債権額に乗じた額を計上しておりま�
間における貸倒実績等から算出した貸倒実�
上記以外の債権については、過去の一定期�
断し必要と認める額を計上しております。�

の状況にはないが、今後経営破綻に陥る可�
能性が大きいと認められる債務者（以下「破�

債権額から担保の回収可能見込額および保�
証による回収可能見込額を控除し、その残�
額のうち、債務者の支払能力を総合的に判�

綻懸念先」という）に対する債権については、�

て上記の引当を行っております。�

含む）として計上しております。�

す。�

す。�

ております。�

て上記の引当を行っております。�

該部署から独立した資産監査部署が査定結�
果を監査しており、その査定結果に基づい�

担保・保証付貸付金等については、債権額�
から担保の評価額および保証等による回収�
が可能と認められる額を控除した残額を取�
立不能見込額として債権額から直接減額し�
ており、その金額は２３，１３０百万円でありま�

　　なお、破綻先および実質破綻先に対する�

　すべての債権は、資産の自己査定基準に�
基づき、関連部署が資産査定を実施し、当�

す。�

を計上しております。�

上しております。上記以外の債権について�
は、過去の一定期間における貸倒実績等か�
ら算出した貸倒実績率を債権額に乗じた額�

　なお、特定海外債権については、対象国�
の政治経済情勢等に起因して生ずる損失見�
込額を特定海外債権引当勘定として計上し�

能力を総合的に判断し必要と認める額を計�
を控除し、その残額のうち、債務者の支払�
能見込額および保証による回収可能見込額�
債権については、債権額から担保の回収可�
能性が大きいと認められる債務者に対する�
の状況にはないが、今後経営破綻に陥る可�

ております。�

　なお、破綻先および実質破綻先に対する�

おり、その金額は２１，２６７百万円であります。�
不能見込額として債権額から直接減額して�
可能と認められる額を控除した残額を取立�
ら担保の評価額および保証等による回収が�
担保・保証付債権等については、債権額か�

基づき、関連部署が資産査定を実施し、当�
　すべての債権は、資産の自己査定基準に�

果を監査しており、その査定結果に基づい�
該部署から独立した資産監査部署が査定結�

て上記の引当を行っております。�

込額を特定海外債権引当勘定として計上し�
の政治経済情勢等に起因して生ずる損失見�
　なお、特定海外債権については、対象国�

ら算出した貸倒実績率を債権額に乗じた額�
は、過去の一定期間における貸倒実績等か�
上しております。上記以外の債権について�

の状況にはないが、今後経営破綻に陥る可�

を控除し、その残額のうち、債務者の支払�
能見込額および保証による回収可能見込額�
債権については、債権額から担保の回収可�
能性が大きいと認められる債務者に対する�

能力を総合的に判断し必要と認める額を計�

を計上しております。�

平成１４年度�平成１３年度�平成１２年度�
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�

同　　　　　左�

同　　　　　左�

同　　　　　左�

７．ヘッジ会計の方法�

８．消費税の会計処理�

貸付金に対するキャッシュフローのヘッジ�

貨建債券の為替変動リスクのヘッジとして�

ヘッジ対象とヘッジ手段の時価変動を比較�
　なお、時価ヘッジの有効性の判定には、�
時価ヘッジを行っております。�

として金利スワップの特例処理を行い、外�

議会　平成１１年１月２２日）に従い、主に、�
計基準の設定に関する意見書」（企業会計審�
　ヘッジ会計の方法は、「金融商品に係る会�

する比較分析によっております。�

９．責任準備金の積立方法�

同　　　　　左�

同　　　　　左�

９．責任準備金の積立方法�

８．消費税の会計処理�

７．ヘッジ会計の方法�

ります。�

７．ヘッジ会計の方法�

として金利スワップの特例処理を行ってお�
貸付金に対するキャッシュフローのヘッジ�
議会　平成１１年１月２２日）に従い、主に、�
計基準の設定に関する意見書」（企業会計審�
　ヘッジ会計の方法は、「金融商品に係る会�

８．消費税の会計処理�
　　　消費税および地方消費税の会計処理は、�

に係る控除対象外消費税等のうち、税法に�

　標準責任準備金の対象とならない契約�（�２�）�
大蔵省告示第４８号）�
内閣総理大臣が定める方式（平成８年�

　標準責任準備金の対象契約については、�（�１�）�
ては次の方式により計算しております。�
基づく準備金であり、保険料積立金につい�
　責任準備金は、保険業法第１１６条の規定に�

については、平準純保険料式�

９．責任準備金の積立方法�

等以外のものについては、発生事業年度に�
に計上し５年間で均等償却し、繰延消費税�
定める繰延消費税等については、前払費用�

費用処理しております。�

税抜方式によっております。ただし、資産�

１．保険業法施行規則の一部改正に伴う表示方�
法の変更�
　保険業法施行規則別紙様式が、「保険業法�
施行規則の一部を改正する内閣府令」（平成�

されたことに伴い、以下のとおり表示方法�
１５年４月２４日内閣府令第５３号）により改正�

　　定準備金」および「剰余金」として区�
　　分掲記しておりましたが、当年度から�

　　前年度において資本の部は「基金」、「法�（�１�）�
を変更しております。�

　　評価差額金」は、当年度からは「土地�
　　再評価差額金」として表示しておりま�

　　前年度において区分掲記していた「評�（�３�）�
　　す。�

　　示しております。�
　　前年度において区分掲記していた「再�（�２�）�

　　価積立金」および「剰余金」として表�
　　は「基金」、「基金償却積立金」、「再評�

　　評価差額金」として表示しております。�
　　価差額金」は、当年度からは「株式等�

（金融商品会計）�

（追加情報）�

しております。�

　当年度から金融商品に係る会計基準（「金融�
商品に係る会計基準の設定に関する意見書」�

有価証券等の評価の方法、デリバティブ取引�
の評価の方法およびヘッジ会計の評価の方法�
等を変更しております。この結果、従来の方�
法によった場合と比べ、経常利益が１７９，７８２百�
万円、税引前当期剰余も同額、それぞれ増加�

ります。�

（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意�
見書」平成１１年１月２２日企業会計審議会）の�
適用に伴う保険業法施行規則の改正により損�
益計算書の作成に関して記載方法を変更いた�
しましたが、その主な内容は次のとおりであ�

　従来、「有価証券償還損益」として表示し�（�１�）�
ておりました公社債に係る金利調整差額�
を「利息及び配当金等収入」に含めて計�
上しております。�
　金銭の信託から生じる全ての収益・費用�（�２�）�

　デリバティブ取引に係る収益・費用は�（�３�）�
「金融派生商品費用」といたしました。�

　また、当年度から金融商品に係る会計基準�

に含まれておりました特別勘定に係る収�
益・費用を「特別勘定資産運用損」とい�
たしました。�

余も同額、それぞれ増加しております。�
比べ、経常利益が１，５３１百万円、税引前当期剰�
ます。この結果、従来の方法によった場合と�
審議会　　平成１１年１０月２２日）を適用しており�
基準（「外貨建取引等会計処理基準」企業会計�
　当年度から改訂後の外貨建取引等会計処理�
（外貨建取引等会計処理基準）�

　従来、資産運用収益、資産運用費用科目�（�４�）�

を「金銭の信託運用損」といたしました。�

平成１１年１月２２日企業会計審議会）を適用し、�

平成１２年度� 平成１３年度� 平成１４年度�

平成１２年度� 平成１３年度� 平成１４年度�



財
産
の
状
況
�

す。�

あります。�

資産の額は、６５２，９０５百万円であります。�
２．保険業法第１１８条の規定による特別勘定の�

１．不動産及び動産の減価償却累計額は、�
３４６，５０１百万円であります。�

３．保険業法第５５条第２項第６号に規定する純�

５．貸借対照表に計上した不動産及び動産のほ�

百万円、金銭債務の総額は、１，４４４百万円で�
４．子会社に対する金銭債権の総額は、２０，１０１�
資産の額は、１１８，３７２百万円であります。�

　なお、同勘定の負債の額も同額でありま�

あります。�

す。�
　なお、同勘定の負債の額も同額でありま�

資産の額は、３３２，３２３百万円であります。�
４．子会社に対する金銭債権の総額は、２０，０９４�
百万円、金銭債務の総額は、１，６１３百万円で�

５．貸借対照表に計上した不動産及び動産のほ�

３．保険業法第５５条第２項第６号に規定する純�

３３９，６９７百万円であります。�
１．不動産及び動産の減価償却累計額は、�

２．保険業法第１１８条の規定による特別勘定の�
資産の額は、８３２，１６５百万円であります。�

含めて計上しております。�

■注記事項�
貸借対照表関係�

おります。�

す。�

あります。�

３２７，１１３百万円であります。�

給付に係る会計基準の設定に関する意見書」�
平成１０年６月１６日企業会計審議会）を適用し�
ております。この結果、従来の方法によった�
場合と比べ、経常利益が２２，５７９百万円、税引�
前当期剰余が８，８２８百万円、それぞれ増加して�

　また、当年度より、従来の退職給与引当金�
および退職年金引当金は、退職給付引当金に�

　なお、同勘定の負債の額も同額でありま�

５．貸借対照表に計上した不動産及び動産のほ�

百万円、金銭債務の総額は、１，５４１百万円で�
４．子会社に対する金銭債権の総額は、２３，１０３�
資産の額は、４７１，２６７百万円であります。�

３．保険業法第５５条第２項第６号に規定する純�

資産の額は、１，０６８，９９０百万円であります。�
２．保険業法第１１８条の規定による特別勘定の�

１．不動産及び動産の減価償却累計額は、�

　当年度から退職給付に係る会計基準（「退職�
（退職給付会計）�

４３８，０８７百万円�
２８，５２８百万円�

３５６，２８１百万円�
５５４百万円�

１１０，８８９百万円�

等があります。�

前年度末現在高�
あります。�

ます。�

当年度末現在高�

万ユーロ）�

利息による増加�
当年度社員配当金支払額�

外貨建負債の額は、４７，３１６百万円でありま�

（主な外貨額　７，６４０百万米ドル、２，８１６百�

７．外貨建資産の額は、１，４０７，５４８百万円であり�

前年度剰余金よりの繰入額�

６．社員配当準備金の異動状況は次のとおりで�

動産として電子計算機およびその周辺機器�
か、リース契約により使用している重要な�

であります。�

す。�

のとおりであります。�

（主な外貨額　３１０百万米ドル）�

であります。なお、それぞれの内訳は以下�

万円、延滞債権額は９，８６５百万円でありま�

　なお、破綻先債権とは、元本または利息�

　貸付金のうち、破綻先債権額は１，８２７百�

び貸付条件緩和債権の額は、２１，８５３百万円�
１１．貸付金のうち、破綻先債権、延滞債権およ�

１０．担保に供されている資産は、４３，９０４百万円�
９．基金の償却額は２０，０００百万円であります。�
百万円新たに募集いたしました。�

８．保険業法第６０条の規定により基金を６０，０００�

す。�

金であります。�

てまたは弁済の見込みがないものとして未�
収利息を計上しなかった貸付金（貸倒償却�
を行った部分を除く。以下「未収利息不計�

その他の事由により元本または利息の取立�

令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第�

　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸�

３号のイからホまでに掲げる事由または同�
項第４号に規定する事由が生じている貸付�

上貸付金」という）のうち、法人税法施行�

の支払の遅延が相当期間継続していること�

７９，４０４百万円�
４８６，４７７百万円�

１，２５０百万円�
４３８，０８７百万円�

１２９，０４５百万円�

あります。�
前年度末現在高�

等があります。�

利息による増加�

万ユーロ）�

当年度末現在高�

ます。�

か、リース契約により使用している重要な�
動産として電子計算機およびその周辺機器�

６．社員配当準備金の異動状況は次のとおりで�

前年度剰余金よりの繰入額�
当年度社員配当金支払額�

７．外貨建資産の額は、１，７２５，３０４百万円であり�

（主な外貨額　８，２１９百万米ドル、３，９８９百�

外貨建負債の額は、２，５２８百万円であります。�

であります。�

のとおりであります。�

８．基金の償却額は２０，０００百万円であります。�

９．担保に供されている資産は、５１，０１９百万円�

１０．貸付金のうち、破綻先債権、延滞債権およ�
び貸付条件緩和債権の額は、２９，０１８百万円�
であります。なお、それぞれの内訳は以下�

　貸付金のうち、破綻先債権額は１，２５１百万�
円、延滞債権額は１６，４８４百万円であります。�

の支払の遅延が相当期間継続していること�
　なお、破綻先債権とは、元金または利息�

（主な外貨額　１２百万米ドル）�

利息による増加�

万米ドル）�

当年度末現在高�

当年度社員配当金支払額�
前年度剰余金よりの繰入額�
前年度末現在高�
あります。�

等があります。�

ます。�

のとおりであります。�

であります。�

百万円新たに募集いたしました。�

（主な外貨額　２０百万米ドル）�

か、リース契約により使用している重要な�

び貸付条件緩和債権の額は、４２，６８４百万円�

の支払の遅延が相当期間継続していること�
　なお、破綻先債権とは、元金または利息�
円、延滞債権額は１６，９５７百万円であります。�
　貸付金のうち、破綻先債権額は３，１３６百万�

であります。なお、それぞれの内訳は以下�

１１．貸付金のうち、破綻先債権、延滞債権およ�

１０．担保に供されている資産は、６２，８６８百万円�
９．基金の償却額は２０，０００百万円であります。�

８．保険業法第６０条の規定により基金を４０，０００�

外貨建負債の額は、２，７９３百万円であります。�

（主な外貨額　４，０３０百万ユーロ、３，５５０百�

７．外貨建資産の額は、１，０７０，６９６百万円であり�

６．社員配当準備金の異動状況は次のとおりで�

動産として電子計算機およびその周辺機器�

２，２３８百万円�
４８６，４７７百万円�

１６１，９０３百万円�
１２０，７５２百万円�
５２５，３９０百万円�

金であります。�

てまたは弁済の見込みがないものとして未�
収利息を計上しなかった貸付金（貸倒償却�
を行った部分を除く。以下「未収利息不計�

付金であって、破綻先債権および債務者の�
　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸�

項第４号に規定する事由が生じている貸付�
３号のイからホまでに掲げる事由または同�
令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第�
上貸付金」という）のうち、法人税法施行�

金であります。�

てまたは弁済の見込みがないものとして未�

を行った部分を除く。以下「未収利息不計�
収利息を計上しなかった貸付金（貸倒償却�

上貸付金」という）のうち、法人税法施行�
令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第�
３号のイからホまでに掲げる事由または同�
項第４号に規定する事由が生じている貸付�

　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸�
付金であって、破綻先債権および債務者の�

その他の事由により元金または利息の取立� その他の事由により元金または利息の取立�

平成１２年度�（平成１３年３月３１日現在）� 平成１３年度�（平成１４年３月３１日現在）�

平成１２年度� 平成１３年度�

（平成１５年３月３１日現在）�平成１４年度�

平成１４年度�
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�

期間定額基準�

１０年�
５年�

３．０％�
３．０％�

１０年�

延税金負債の総額は、２７３，６１１百万円であり�
１７．繰延税金資産の総額は、２４９，５３７百万円、繰�

当金４０，６３５百万円、価格変動準備金３２，５７１�
保険契約準備金１０３，２０９百万円、退職給付引�
　繰延税金資産の発生の主な原因別内訳は、�

険契約者保護基金に対する当年度末におけ�
基づき保険契約者保護機構が承継した旧保�

　なお、当該負担金は拠出した年度の事業�

今後の負担見積額は４０，５４７百万円でありま�
保護機構に対する当年度末における当社の�

１５．保険業法第２５９条の規定に基づく保険契約者�

　なお、当該負担金は拠出した年度の事業�

る当社の今後の負担見積額は１２，２９１百万円�

１６．退職給付債務に関する事項は次のとおりで�

△２，０６８百万円�

１０５，５２２百万円�
△１８３，２４１百万円�
５５，００５百万円�
３，５５１百万円�

１２，９５７百万円�
△１３９，７０９百万円�

△１２６，７５１百万円�

△２８８，７６３百万円�

ニ．会計基準変更時差異の処理年数�

ヘ．過去勤務債務の額の処理年数�
ホ．数理計算上の差異の処理年数�

ます。�

退職給付見込額の期間配分方法�
　退職給付債務等の計算基礎�（�２�）�

ハ．期待運用収益率�

ホ．未認識数理計算上の差異�
ヘ．未認識過去勤務債務�

会計基準変更時差異の未処理額�

チ．前払年金費用�
リ．退職給付引当金�

ロ．年金資産�
イ．退職給付債務�

ロ．割引率�
イ．�

ニ．�
ハ．�

であります。�

費として処理しております。�

費として処理しております。�

　退職給付債務およびその内訳�（�１�）�
あります。�

す。�

適格退職年金� ３．０％�５年�ニ．会計基準変更時差異の処理年数�

ます。�
　繰延税金資産の発生の主な原因別内訳は、�

備金９７，５９８百万円、退職給付引当金６１，７２１�
有価証券評価損１０２，７９４百万円、保険契約準�

ニ．会計基準変更時差異の処理年数�
ホ．数理計算上の差異の処理年数�
ヘ．過去勤務債務の額の処理年数�

１７．繰延税金資産の総額は、３３０，１５１百万円、繰�
延税金負債の総額は、８２，１８６百万円であり�

価損７４，２３１百万円、退職給付引当金４０，６６２�
保険契約準備金９９，７９０百万円、有価証券評�
　繰延税金資産の発生の主な原因別内訳は、�

延税金負債の総額は、１９９，８６２百万円であり�
１６．繰延税金資産の総額は、２８０，９１０百万円、繰�

ヘ．過去勤務債務の額の処理年数�
ホ．数理計算上の差異の処理年数�

ます。�

１０年�
１０年� 退職給付信託�

１０年�

０．０％�

１０年�
５年�

ロ．割引率�
イ．�
　退職給付債務等の計算基礎�（�２�）�

ハ．期待運用収益率�

１６．退職給付債務に関する事項は次のとおりで�
あります。�
　退職給付債務およびその内訳�（�１�）�

ハ．�
ニ．�

ロ．年金資産�
イ．退職給付債務�

チ．前払年金費用�
リ．�

ヘ．未認識過去勤務債務�
ホ．未認識数理計算上の差異�

者保護機構に対する当年度末における当社�

ます。�
　なお、当該負担金は拠出した年度の事業�
費として処理しております。�

に基づき保険契約者保護機構が承継した旧�
保険契約者保護基金に対する当年度末にお�
ける当社の今後の負担見積額は８，８００百万�
円であります。�
　なお、当該負担金は拠出した年度の事業�
費として処理しております。�

１５．保険業法第２５９条の規定に基づく保険契約�

の今後の負担見積額は３９，１６１百万円であり�

退職給付見込額の期間配分方法�
　退職給付債務等の計算基礎�（�２�）�

会計基準変更時差異の未処理額�
ホ．未認識数理計算上の差異�
ヘ．未認識過去勤務債務�

ハ．期待運用収益率�
ロ．割引率�

チ．前払年金費用�
リ．退職給付引当金�

イ．�

ロ．年金資産�
イ．退職給付債務�

ニ．�
ハ．�

△１２１，４２７百万円�

期間定額基準�

３．０％�
３．０％�

２２，２８４百万円�
△１４３，７１１百万円�

△１６９，４６９百万円�
４１，２５４百万円�

１１２，３８３百万円�

８，６３１百万円�
△１，８４４百万円�

△２８１，８５２百万円�
　退職給付債務およびその内訳�（�１�）�

　なお、当該負担金は拠出した年度の事業�

１５．退職給付債務に関する事項は次のとおりで�
費として処理しております。�

今後の負担見積額は３６，５０３百万円でありま�
保護機構に対する当年度末における当社の�

１４．保険業法第２５９条の規定に基づく保険契約者�
費として処理しております。�
　なお、当該負担金は拠出した年度の事業�

る当社の今後の負担見積額は１０，６０４百万円�
険契約者保護基金に対する当年度末におけ�
基づき保険契約者保護機構が承継した旧保�

あります。�

す。�

であります。�

７９，４５０百万円�
１８１，７７０百万円�

△１，６２０百万円�
４３，８６０百万円�
２７，５０２百万円�

△１１１，０８２百万円�

△２９２，８５３百万円�

２１，２９９百万円�
△６２，６３９百万円�

△４１，３４０百万円�

退職給付見込額の期間配分方法�

退職給付引当金�（ト－チ）�

うち退職給付信託�

会計基準変更時差異の未処理額�
未積立退職給付債務（イ＋ロ）�

期間定額基準�
２．０％�

経営再建または支援を図ることを目的とし�
て利息の支払を猶予した貸付金以外の貸付�

　貸付金のうち、貸付条件緩和債権額は�

　なお、貸付条件緩和債権とは、債務者の�
経営再建または支援を図ることを目的とし�
て、金利の減免、利息の支払猶予、元金の�
返済猶予、債権放棄その他債務者に有利と�
なる取決めを行ったもので、破綻先債権、�
延滞債権および３ヵ月以上延滞債権に該当�

　直接減額による取立不能見込額は、破綻�
先債権額は１１，７４９百万円、延滞債権額は�

１４．金融システム改革のための関係法律の整備�

券を除く）は、従来「貸付有価証券」に計�
券（現金担保付債券貸借取引による有価証�

１２．消費貸借契約により貸し付けている有価証�

貸借契約により貸し付けている有価証券�

の融資未実行残高は、１０，２７２百万円であり�
１３．貸付金に係るコミットメントライン契約等�

を含む）の貸借対照表価額は、８０９，４２９百万�
（現金担保付債券貸借取引による有価証券�

の種類毎に計上しております。なお、消費�
上しておりましたが、当年度より有価証券�

等に関する法律附則第１４０条第５項の規定に�

１６，７０３百万円であります。�

円であります。�

ます。�

金であります。�

２２，５８９百万円であります。�

しない貸付金であります。�

ます。�

万円であります。�

の融資未実行残高は、２２，０７１百万円であり�

１４．金融システム改革のための関係法律の整備�
等に関する法律附則第１４０条第５項の規定�

１３．貸付金に係るコミットメントライン契約等�

３，２３３百万円であります。�

て利息の支払を猶予した貸付金以外の貸付�

　直接減額による取立不能見込額は、破綻�
しない貸付金であります。�
延滞債権および３ヵ月以上延滞債権に該当�
なる取決めを行ったもので、破綻先債権、�
返済猶予、債権放棄その他債務者に有利と�
て、金利の減免、利息の支払猶予、元本の�
経営再建または支援を図ることを目的とし�
　なお、貸付条件緩和債権とは、債務者の�
１０，１５９百万円であります。�

金であります。�

経営再建または支援を図ることを目的とし�

　貸付金のうち、貸付条件緩和債権額は�

付金であって、破綻先債権および債務者の�

券を含む）の貸借対照表価額は、５３０，０４５百�
券（現金担保付債券貸借取引による有価証�

１２．消費貸借契約により貸し付けている有価証�

先債権額は１８，０３３百万円、延滞債権額は�７，７３４百万円であります。�

１３．金融システム改革のための関係法律の整備�
等に関する法律附則第１４０条第５項の規定に�

の融資未実行残高は、６５，４０８百万円であり�
１２．貸付金に係るコミットメントライン契約等�

券を含む）の貸借対照表価額は、６０５，８２５百�
券（現金担保付債券貸借取引による有価証�

１１．消費貸借契約により貸し付けている有価証�

ます。�

万円であります。�

経営再建または支援を図ることを目的とし�

先債権額は１５，３９５百万円、延滞債権額は�
　直接減額による取立不能見込額は、破綻�
しない貸付金であります。�
延滞債権および３ヵ月以上延滞債権に該当�
なる取決めを行ったもので、破綻先債権、�
返済猶予、債権放棄その他債務者に有利と�
て、金利の減免、利息の支払猶予、元金の�
経営再建または支援を図ることを目的とし�
　なお、貸付条件緩和債権とは、債務者の�

　貸付金のうち、貸付条件緩和債権額は�

て利息の支払を猶予した貸付金以外の貸付�

１１，２８２百万円であります。�

金であります。�

未積立退職給付債務（イ＋ロ）�

ト．貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ）�

未積立退職給付債務（イ＋ロ）�

ト．貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ）�
ト．貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ）�

平成１４年度�（平成１５年３月３１日現在）�平成１３年度�（平成１４年３月３１日現在）�（平成１３年３月３１日現在）�平成１２年度�
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�

ます。�

であります。�

び貸倒引当金９，７９４百万円であります。�

３１日公布法律第３４号）に基づき、事業用の�

他有価証券の評価差額７２，６２２百万円であり�

　当年度における法定実効税率は３６．１５％�
であり、法定実効税率と税効果会計適用後�
の法人税等の負担率との間の差異の主な内�
訳は、社員配当準備金にかかる△３９．７１％�

　繰延税金負債の発生の主なものは、その�

百万円、価格変動準備金２６，１２４百万円およ�

計上しております。�

当額を「再評価に係る繰延税金負債」とし�

　　第２条第１号に定める「地価公示法の�

　額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価�
　業用土地の当年度末における時価の合計�

　　規定により公示された価格」に奥行補�
　　正等の合理的な調整を行って算定�
　同法律第１０条に定める再評価を行った事�

　再評価を行った年月日　平成１２年３月３１日�

　　　土地の再評価に関する法律施行令�
　同法律第３条第３項に定める再評価の方法�

　　（平成１０年３月３１日公布政令第１１９号）�

て負債の部に計上し、これを控除した金額�
を「土地再評価差額金」として資本の部に�

価差額については、評価差額に係る税金相�
土地の再評価を行っております。なお、評�

ます。�

び貸倒引当金１６，５０５百万円であります。�

は、軽微であります。�
１７．土地の再評価に関する法律（平成１０年３月�

他有価証券の評価差額１９０，４７６百万円であり�

　当年度における法定実効税率は３６．１５％で�
あり、法定実効税率と税効果会計適用後の�
法人税等の負担率３２．３８％（税引前当期剰余�
から、税務上損金と認められる剰余金処分�
による社員配当準備金繰入額を控除した金�
額を基に計算しております。）との間の差異�

３１日公布法律第３４号）に基づき、事業用の�

　繰延税金負債の発生の主なものは、その�

百万円、価格変動準備金２５，２０８百万円およ�

しております。�

当額を「再評価に係る繰延税金負債」とし�

を「再評価差額金」として資本の部に計上�
て負債の部に計上し、これを控除した金額�

再評価を行った年月日　平成１２年３月３１日�
同法律第３条第３項に定める再評価の方法�

同法律第１０条に定める再評価を行った事�
業用土地の当年度末における時価の合計�
額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価�

　土地の再評価に関する法律施行令�
（平成１０年３月３１日公布政令第１１９号）�
第２条第１号に定める「地価公示法の�
規定により公示された価格」に奥行補�
正等の合理的な調整を行って算定�

価差額については、評価差額に係る税金相�
土地の再評価を行っております。なお、評�

は、軽微であります。�

ます。�

しております。�

当額を「再評価に係る繰延税金負債」とし�

　土地の再評価に関する法律施行令�
（平成１０年３月３１日公布政令第１１９号）�

規定により公示された価格」に奥行補�
正等の合理的な調整を行って算定�

同法律第１０条に定める再評価を行った事�
業用土地の当年度末における時価の合計�
額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価�

第２条第１号に定める「地価公示法の�

て負債の部に計上し、これを控除した金額�
を「再評価差額金」として資本の部に計上�

再評価を行った年月日　平成１２年３月３１日�
同法律第３条第３項に定める再評価の方法�

額を基に計算しております。）との間の差異�

３１日公布法律第３４号）に基づき、事業用の�
土地の再評価を行っております。なお、評�
価差額については、評価差額に係る税金相�

１８．土地の再評価に関する法律（平成１０年３月�

百万円、有価証券評価損３０，４０３百万円およ�
び貸倒引当金１９，２５８百万円であります。�
　繰延税金負債の発生の主なものは、その�
他有価証券の評価差額２７０，４５１百万円であり�

　当年度における法定実効税率は３６．１５％で�
あり、法定実効税率と税効果会計適用後の�
法人税等の負担率３９．１１％（税引前当期剰余�
から、税務上損金と認められる剰余金処分�
による社員配当準備金繰入額を控除した金�

１８．土地の再評価に関する法律（平成１０年３月�

す。�

ります。�

　額の合計額との差額　△６２，７８３百万円�

１．子会社との取引による収益の総額は、７，１９９�
百万円、費用の総額は、１８，３４８百万円であ�

２．有価証券売却益の主な内訳は、国債等債券�

証券５０，８９９百万円であります。�
１３，８６０百万円、株式等１８，３３０百万円、外国�

円含まれております。�

万円含まれております。�

　有価証券売却損の主な内訳は、国債等債�
券１，１５１百万円、株式等６０，３６３百万円、外国�

証券２２，３４２百万円であります。�

４．「金融派生商品費用」には、評価損が５，８５４百�

３．「金銭の信託運用益」には、評価益が６３百万�

券１０５百万円、株式等１００，３６５百万円、外国�
　有価証券評価損の主な内訳は、国債等債�
証券１１，８０５百万円であります。�

５．退職給付費用の総額は、３２，５４３百万円であ�
ります。なお、その内訳は以下のとおりです。�

８，４１０百万円�

４９５百万円�

１３，７５１百万円�
５，０２８百万円�
△２２３百万円�

△３，３７１百万円�

８，４５２百万円�

ヘ．�
ホ．�
ニ．�

ロ．利息費用�

ト．その他�

ハ．期待運用収益�

イ．勤務費用�

万円であります。�

会計基準変更時差異の費用処理額�
数理計算上の差異の費用処理額�
過去勤務債務の費用処理額�

６．その他特別損失は、退職給付信託設定損�
５６，０８９百万円および合併関連費用１，５８１百�

す。�

ります。�

１８．子会社の株式等は、１３３，７３８百万円でありま�
額の合計額との差額　△４８，５６７百万円�

８，２６９百万円、株式等４６，５３８百万円、外国証�
２．有価証券売却益の主な内訳は、国債等債券�

百万円、費用の総額は、１８，１４３百万円であ�
１．子会社との取引による収益の総額は、７，３１１�

券５７，１０６百万円であります。�

ます。�

６．退職給付費用の総額は、２９，３２７百万円であ�
万円含まれております。�

５．「金融派生商品費用」には、評価益が３，３５９百�
万円含まれております。�

４．「金銭の信託運用損」には、評価損が１，０４７百�

売却損４８１百万円、金融派生商品費用１，６１４�
３．「売買目的有価証券運用損」の主な内訳は、�

百万円、株式等２２０，５８４百万円、外国証券９２�
　有価証券評価損の内訳は、国債等債券１６２�

券２，２３７百万円、株式等８１，４７４百万円であり�
　有価証券売却損の主な内訳は、国債等債�

ります。なお、その内訳は以下のとおりです。�

百万円であります。�

百万円であります。�

す。�

ります。�

券６，２５２百万円であります。�

損益計算書関係�

ます。�

万円含まれております。�

万円含まれております。�

証券１４，５００百万円であります。�

額の合計額との差額　△１９，４３４百万円�
１９．子会社の株式等は、１４５，３９２百万円でありま�

５．退職給付費用の総額は、２８，８０９百万円であ�

４．「金融派生商品費用」には、評価損が７，４００百�

３．「金銭の信託運用損」には、評価益が１，１５９百�

ります。なお、その内訳は以下のとおりです。�

１，７５４百万円、株式等８７，３１３百万円、外国証�
２．有価証券売却益の主な内訳は、国債等債券�

百万円、費用の総額は、１５，３５９百万円であ�
１．子会社との取引による収益の総額は、５，８６０�

券７，０９７百万円、株式等２４，２９２百万円、外国�
　有価証券売却損の主な内訳は、国債等債�

１４，７３６百万円、外国証券４８３百万円であり�
　有価証券評価損の主な内訳は、株式等�

４４３百万円�

△３，１６５百万円�

△２２３百万円�
１，００２百万円�
１３，７５１百万円�

８，６１８百万円�
８，９００百万円�

ホ．�
ヘ．�

ニ．�

ロ．利息費用�
イ．勤務費用�

ト．その他�
過去勤務債務の費用処理額�
数理計算上の差異の費用処理額�
会計基準変更時差異の費用処理額�

ハ．期待運用収益�

ホ．�
ヘ．�

ニ．�

過去勤務債務の費用処理額�
数理計算上の差異の費用処理額�
会計基準変更時差異の費用処理額�

イ．勤務費用�

ハ．期待運用収益�
ロ．利息費用�

３９４百万円�
△１６７百万円�

８，８２０百万円�

１３，７５１百万円�
△２，８５１百万円�
８，８６２百万円�

１９．子会社の株式等は、１３１，７５６百万円でありま�

　平成１３年３月３１日まで）�平成１２年度�（平成１２年４月１日から� 平成１３年度�（平成１３年４月１日から�　平成１４年３月３１日まで）� 　平成１５年３月３１日まで）�
（平成１４年４月１日から�平成１４年度�

平成１２年度�（平成１３年３月３１日現在）� 平成１３年度�（平成１４年３月３１日現在）� （平成１５年３月３１日現在）�平成１４年度�
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�

監査を受けています。�
　平成１４年度の監査報告書は以下のとおりです。�

会計監査人の監査報告書謄本�

■商法特例法に基づく会計監査人の監査報告�

　当社は、商法特例法に基づき、計算書類およびその附属明細書（会計に関する部分に限る。）について、会計監査人の�

（注）当誌では、上記監査報告書の監査対象となった計算書類等の内容をよりご理解いただけるよう、当社の判断に基づき、記載内容を一部追加・�
変更するとともに、様式を一部変更して記載しています。�
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�

２９，０１８� ２１，８５３�合　　　　計� ４２，６８４�

１．破綻先および実質破綻先に対する担保・保証付債権等について、債権額から担保の評価額および保証等による回収が可能と認められる額を控�

（単位：百万円）�

３２４，０６０�

７２，２６５�

２４２，９８１�

１７，５３３�

４１７，５０５�

３３７，０５３�

１８０，８０２�

△６４，１５６�

１，１１０，５４１�

２．破綻先債権とは、元本または利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本または利息の取立てまたは弁済の見込み�
がないものとして未収利息を計上しなかった貸付金（未収利息不計上貸付金）のうち、会社更生法、民事再生法、破産法、商法等による手続�
き申立てにより法的倒産となった債務者、または手形交換所の取引停止処分を受けた債務者、あるいは、海外の法律により上記に準ずる法律�

３．延滞債権とは、未収利息不計上貸付金であって、上記破綻先債権および債務者の経営再建または支援を図ることを目的として利息の支払を猶�

４．３ヵ月以上延滞債権とは、元本または利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上遅延しているもので、破綻先債権、延滞債権に該当しな�

５．貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建または支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄そ�

１６，７０３百万円、平成１３年度末が破綻先債権額１５，３９５百万円、延滞債権額７，７３４百万円、平成１４年度末が破綻先債権額１８，０３３百万円、延滞債権額�

１１７，６８５�

８１，７４６�

１０，１５３�

３０８，２３５�

５３２．０�

３．「控除項目」は、平成８年大蔵省告示第５０号第１条の２に規定する他の保険会社又は保険業法第１０６条第１項第３号から第５号までに掲げる子�

除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しています。その金額は、平成１２年度末が破綻先債権額１１，７４９百万円、延滞債権額�

会社等の資本調達手段について、意図的な保有相当額があればこれを記載しますが、当社では該当項目はありません。�

その他（保険契約準備金の一部、税効果相当額等）�

×１００�

１．上記は、保険業法施行規則第８６条および第８７条ならびに平成８年大蔵省告示第５０号の規定に基づいて算出しています。�

（１／２）×（B）�

２．「資本の部合計」には社外流出予定額およびその他有価証券の評価差額金を除いた金額を記載しています。�

⑬　経営管理リスク相当額�

ソルベンシー・マージン比率�

（注）　�

（A）�

（Ｂ）　リスクの合計額　�

⑪　予定利率リスク相当額�

⑫　資産運用リスク相当額�

⑩　保険リスク相当額�

⑨　�

＋（⑪＋⑫）�２�⑩�　� ２�　＋⑬�

６６７．２�　％�

１２，３３１�

　％�６０９．４�

１１，２２６�

１１９，７０６�

４０５，８３４�

９１，０４４�

５２３，４２７�

４０３，３２９�

１２１，７５１�

３５２，９１１�

８６，６６５�

４６７，３５２�

３６９，９２１�

■保険金等の支払能力の充実の状況(ソルベンシー・マージン比率)

負債性資本調達手段等（劣後ローン、劣後債等）�

その他有価証券の評価差額（税効果控除前）×９０％�

③　危険準備金�

④　一般貸倒引当金�

⑥　土地含み損益�

⑧　控除項目�

⑦　�

⑤　�

項　　　　　目�

②　価格変動準備金�

（Ａ）　ソルベンシー・マージン総額�

①　資本の部合計�

２４２，９８１�２３７，６５３�

△２１，３６２�

―�

―�

６７３，３２２�

３８，８２６�

△５１，８９５�

―�

―�

４７４，２１４�

２９，４８８�

３２４，１７８�

９０，１００�

１，７４６，０４９�

６９，７３４�

２８９，６１９�

１，４２４，０６４�

の他の債務者に有利となる取決めを行なったもので、破綻先債権、延滞債権および３ヵ月以上延滞債権に該当しない貸付金です。�

上の手続き申立てがあった債務者に対する貸付金です。�

予したもの以外の貸付金です。�

い貸付金です。�

（貸付残高に対する比率）�

３，２３３百万円です。�

（注）�

（０．７８）� （０．５７）� （０．４４）�

　％�

―�

―�

４，８３５�

（単位：百万円、％）�

６，８６４�

（０．４３）�

５，０７０，５９８�

２１，８７０�

５，０４８，７２７�

１０，１７０�

（単位：百万円、％）�

対象としていた当該債権額（平成１２年度末：正常債権に７０７，４０３百万円、平成１３年度末：正常債権に５６７，８２１百万円）は除外して記載しています。�
５．平成１４年度より、現金担保付債券貸借取引等により貸し付けた債券等は対象外としています。これに伴い、平成１２年度末および平成１３年度末に�

１．破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産、会社更生、再生手続等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権およびこれ�

２．危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態および経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収および利息�

３．要管理債権とは、３ヵ月以上延滞貸付金および条件緩和貸付金です。なお、３ヵ月以上延滞貸付金とは、元本または利息の支払が、約定支払�
日の翌日から３ヵ月以上遅延している貸付金（注１および２に掲げる債権を除く）です。条件緩和貸付金とは、債務者の経営再建または支援�
を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行なった貸付金�

４．正常債権とは、債務者の財政状態および経営成績に特に問題がないものとして、注１から３までに掲げる債権以外のものに区分される債権です。�
（注１および２に掲げる債権ならびに３ヵ月以上延滞貸付金を除く）です。�

破 綻 先 債 権 額�
区 分�

貸付条件緩和債権額�
３ヵ月以上延滞債権額�
延 滞 債 権 額�

２２，５８９�
―�

３，１３６�
１６，９５７�

■リスク管理債権の状況�

１１，２８２�
―�

１，２５１�
１６，４８４�

１０，１５９�
―�

１，８２７�
９，８６５�

５，５８３，０２９�
５，６２５，８０４�

（ 対 合 計 比 ）�

正 常 債 権�

の受取りができない可能性の高い債権です。�

合 計�

らに準ずる債権です。�
（注）�

破産更生債権及びこれらに準ずる債権�
区 分�

小 計�

要 管 理 債 権�
危 険 債 権�

（０．５５）�（０．７６）�

５，２５６，４８３�
５，２８５，６０８�

４，９４０�
１２，８０９�
１１，３７４�

２９，１２４�

１０，２７８�

４２，７７５�

２２，６６８�

９，８２７�

■債務者区分による債権の状況�

平成１４年度末�平成１２年度末� 平成１３年度末�

平成１４年度末�

平成１４年度末�平成１２年度末� 平成１３年度末�

平成１２年度末� 平成１３年度末�
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（単位：百万円）�

―�

５９３，２７０�

５９３，２７０�

△８１０�２１０，２７９�

（単位：百万円）�

△６１，６９１�

△６１，７３２�

４０�

―�

△２５７�
△１８５，７８４�

△５２�
△３，０９８�

△１７９，７２７�

９３３，４７４�
５６，６３１�

―�

６６６，３１１�
２１０，３１２�
４９，２０３�

―�

△３，０４６�
△２，７００�

―�
△１８６，５９４�

―�

１６１，１０９�

１７９�
３９�

―�
―�

―�―�

△１２，５７０�

△１，２００�

△１１，３７０�

７８５，７７６�

７，５５６�

７７８，２２０�

２０９，４６９�

１，１５９�１３，０８０�

△４５，８８１�

△４７，０４１�

２，９８１，３３８�

―�

４９，１５０�

７４７，６９０�
５６，３７３�

２０７，２１４�
４８６，５８４�

―�
―�

１５８，０６３�
△２，６６０�
１７９�

９５７，１５９�

―�

１，５６５，７１３�
５，４１８，０５２�

３６０，５７４�
６８９，４６７�

３，１４４，９５４�

―�

４８２，２５３�
３１１，４２３�

１，００４�

３２８，８９３�
１６，９１１�

―�
８，３９９，３９０�

―�

１７０，８３０�

８２５�
１９，５７２�

―�
―�

―�―�―�

１，１４３，７５４�

区 分�

区� 分�

売 買 目 的 有 価 証 券�

特 別 勘 定�

金 銭 の 信 託�

満期保有目的の債券�

公 社 債�
株 式�
外 国 証 券�
公 社 債�

そ の 他 の 証 券�
買 入 金 銭 債 権�
譲 渡 性 預 金�
そ の 他�

株 式 等�

合　　　計�

子会社株式及び関連会社株式�
そ の 他 有 価 証 券�

責任準備金対応債券�

１，０３４，４０１�

１，０２１，３２１�

■有価証券の時価情報(会社計)
・売買目的有価証券以外の有価証券のうち時価のあるもの�

■売買目的有価証券の評価損益(会社計)

２，７７１，８６９�

４，６７０，３６１�
１，５０９，３３９�
２，６５８，３７０�

７，４４２，２３０�

△１７９，７２７�
△３，２４９�

―�

△３，０４６�
△２，７００�

△２０３�

６６６，３１１�
２１５，０１３�

１６１，１０９�

３２１�
３９�

５３，９０４�

―�
―�

△１，６４３�

―�
―�

１８９，４２６�

―�
△１２５，３６９�

△１２，８６９�

△１０３，４８２�
△１７，１４９�

△１，３４２�
６５１，１３４�

―�

４０９，９１４�
２１０，８８９�
５３，７９２�

２９，１８３�

―�

△４，２７９�
△３，３９４�

―�
―�

△１２７，０１２�

１５７，０９７�

２３８�
９０７�

８４０，５６１�
―�
―�

―�―�

３２１�

４８６，５８４�
２１１，７６４�
５３，７０１�
１５８，０６３�
△２，６６０�

―�
―�

１８７，７８３�

３，１４４，９５４�
７８３，６３２�

１０，３９４�

３２８，８９３�
１６，９１１�

４５４，７３８�
５７１，８６８�

１７０，８３０�

１０，０７３�
１９，５７２�

４０１，０３７�

―�
―�

３，３２４，２５１�

―�
―�

―�

４０，９２２�

５２５，７６５�
２７，８４０�
３０６，４３２�
１９３，７４０�

―�
―�

１５２，８１８�
△２，４８６�
２３８�

７１３，５４８�

―�
５，３７８，０６２�

９３０，８６０�

２，５１０，１９３�
１，３０６，５７６�

１，５４２，２０１�

―�

８８９，９３８�

１，０６４�

３７５，７１６�
１８，０２６�

―�
―�

８，７０２，３１３�

２２２，８９８�

８２５�
２０，５１３�

―�
―�

―�―�―�

△１０３，４８２�
△１７，６２２�

△４，２７９�
△３，３９４�

△１３，３４３�

４０９，９１４�
２１４，５２０�

１５７，０９７�
９０７�

５７，４２２�

―�
―�―�

―�
△４�３５５�

３０６，４３２�
１９６，８９７�
４４，０７９�
１５２，８１８�
△２，４８６�

―�
―�

３５１�

２，５１０，１９３�
１，４１１，１４９�

３７５，７１６�
１８，０２６�

１，０３５，４３３�
２２２，８９８�
２０，５１３�

９９１，３５３�

―�
―�―�

―�
１２，８７８�１２，５２７�

２１４，８６２�４，７５０，０６５� ２１２，３５４� △２，５０８�

株 式 等�
公 社 債�

区� 分�

そ の 他�
譲 渡 性 預 金�
買 入 金 銭 債 権�
そ の 他 の 証 券�

外 国 証 券�
株 式�

満期保有目的の債券�

外 国 証 券�
株 式�
公 社 債�

公 社 債�

そ の 他�
譲 渡 性 預 金�
買 入 金 銭 債 権�
そ の 他 の 証 券�

合　　　計�

株 式 等�

そ の 他 有 価 証 券�
子会社株式及び関連会社株式�
責任準備金対応債券�

公 社 債�
株 式 等�

株 式�
外 国 証 券�

そ の 他 の 証 券�
買 入 金 銭 債 権�
譲 渡 性 預 金�
そ の 他�

公 社 債�

２，６５８，３７０�

４，８５２，２９７�
１，５１４，３６０�
２，２０３，７６１�
１，１１２，８３６�

７，９８８，７６５�
４，５３７，７１１�
２，２０３，７６１�
１，２１４，２５１�

３，１３６，４６８�

△９１７�２６１，１５０�４，４４３，４９７� ２６２，０６８�公 社 債� ４，１８２，３４６�

帳簿価額�
うち差益�

時　価�

平成１３年度末�

差損益�
うち差損�

帳簿価額�

貸借対照表計上額� 貸借対照表計上額�貸借対照表計上額�

うち差益�
時　価�

評価損益�

差損益�

平成１２年度末�

評価損益�

うち差損�

評価損益�
当期の損益に含まれた�

平成１２年度末� 平成１３年度末�
当期の損益に含まれた� 当期の損益に含まれた�

平成１４年度末�
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産
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�

・時価のない有価証券等の帳簿価額は次のとおりです。� （単位：百万円）�

２，７６１�

―�

―�

２，７６１�

―�

７，２１６�

１３３，４９１�

３００，５１８�

９０，９６３�

１５５，９２０�

（単位：百万円）�

（単位：百万円）�

―�

４３６，７７２�

４６，４１７�

平成１２年度末、平成１３年度末、平成１４年度末とも保有していません。�

評価損益には有価証券およびデリバティブ取引等に係る評価損益を計上しています。�

イ．満期保有目的の債券・責任準備金対応債券・その他有価証券の金銭の信託�

４３，２１２�売買目的有価証券� ９８３�

（注）�

ア．売買目的の金銭の信託�

区　　　　分�

―�１５，０４２� △１，０４７�

―�―�非 上 場 外 国 債 券�

１５，０４２�

（注）　「その他」には買入金銭債権等、証券取引法上の有価証券に準じた取扱いを行なうことが適当と認められるものを含みます。�

■金銭の信託の時価情報(会社計)

４３，２１２�

区　分�

金銭の信託�４３，２１２� ―�―� ―�

合 計�

そ の 他 外 国 証 券�

そ の 他�

―�―�１５，０４２� ―� ―�―� ―�

３６２，０１７�

６，４４８�

２１，５２８�

４３７，２１９�

４５，２０４�

６，６４０�

責 任 準 備 金 対 応 債 券�

子 会 社 株 式 及 び 関 連 会 社 株 式�

非上場国内株式（店頭売買株式を除く）�

非上場外国株式（店頭売買株式を除く）�

そ の 他 有 価 証 券�

区　　　　　　　　　　分�

満 期 保 有 目 的 の 債 券�

非 上 場 外 国 債 券�

そ の 他�

３７，４２４�

１４６，７６９�

１４６，１７０�

２１２，１７０�

―�

９１，８０６�

１４７，３６１�

１３５，４６８�

２９１，０１３�

―�

３，６７６�

３，６７６�

―�

１０，７３７�

１０，７３７�

―�

６３�

―�

（単位：百万円）�

△５８７�

△６３�

△３３５�
△５，５４９�

△５９４�

△３４４�

△５，２１３�

△１８６，６２０�

△１８０，４１３�

△１８７，２０８�

△６３７�
△５，８５１�

△５，２１３�
△５９４�

△１８０，４１３�

そ の 他�

５，４３１，７０８�
８，３７７，４９８�

１，７０６，７８７�

９７８，６９４�
１，２１２，２６５�

２３３，５７０�

１３，５１６�
１３，２２１�

（注）本表には、CD（譲渡性預金）等、証券取引法上の有価証券に準じた取扱いを行なうことが適当と認められるものを含みます。�

買 入 金 銭 債 権�
そ の 他 の 証 券�

そ の 他�
譲 渡 性 預 金�

―�

１３，１６１�
１３，１８０�

―�

公 社 債�

外 国 証 券�
株 式�

株 式 等�
公 社 債�

合　　　計�

１，７０３，０７６�
１，０５８，３７５�
８７９，７８３�
１７８，５９１�

７，９１０，４７６�
５，１２２，６８２�

―�

―� ―�
―�

３３６�
―�

５９�

―�

３４１�
―�

６５３�

３，７１０�

９８，９１０�
５４，９７８�

１５３，８８９�

―�

３０９，０２５�
４６７，０２１�

―�

１８４，１２４�

９９，５４８�
６０，１９２�

１５９，７４０�

３０９，３６９�
６５４，２２９�

―�

４，０３８，２３１�

１，５２６，５６８�
４，３３９，２６７�

１，７０６，７８７�

８５８，１５３�
１，０９１，７２３�

１３，２２１�
２３３，５７０�

公 社 債�
外 国 証 券�

買 入 金 銭 債 権�
譲 渡 性 預 金�

そ の 他 の 証 券�
株 式 等�

８２５�
１３，１６１�

―�

９４２，１３６�
７６３，５４５�
１７８，５９１�

満期保有目的の債券�
責任準備金対応債券�
子会社株式及び関連会社株式�
そ の 他 有 価 証 券�
公 社 債�
株 式�

―�
４，１３８，５８１�
１，４７９，３８０�
１，７０３，０７６�

３，７７１，８９５�
―�

９６６�
―�

１４０�
―�

５９�

９４，６０８�
５４，９７８�

１４９，５８６�

１４０�
―�

６５３�

９４，９４３�
６０，１９２�

１５５，１３５�

―� ―�

４７，１８８�
３，７１０�

２００，６８５�

―� ―�
２６６，３３５�

―�

４７，２５１�
１８４，１２４�

３８７，３０６�

―�
２６６，９２３�

区� 分�

―�

△５�
―�

―�

―�
―�

―�
―�

平成１４年度末�

うち差益�

評価損益�
当期の損益に含まれた�当期の損益に含まれた�貸借対照表�

計上額� 評価損益�

平成１２年度末�

評価損益�
当期の損益に含まれた�

計上額�
貸借対照表�

平成１３年度末�

計上額�
貸借対照表�

平成１４年度末�

貸借対照表�
計上額�

平成１２年度末�

時価�貸借対照表�
計上額� うち差益�

差損益�
うち差損� うち差損�

差損益�時価�
うち差益�

平成１３年度末�

貸借対照表� 時価�計上額� 差損益�

平成１４年度末�

平成１３年度末�平成１２年度末�

うち差損�

うち差損�うち差益�
時　価�帳簿価額�

平成１４年度末�

差損益�
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・「債券関連取引」は、近い将来に購入・売却を予定している債券を対象に実際の取引時点までの�
　価格変動リスクを回避する目的で利用しています。�

　利用しています。�
　価格変動リスクを回避する目的、および株式ポートフォリオの価格変動リスクを回避する目的で�
・「株式関連取引」は、近い将来に購入・売却を予定している株式を対象に実際の取引時点までの�
　替変動による損失を一定範囲内に限定する等、為替リスクを回避する目的で利用しています。�
・「通貨関連取引」は、外貨建資産の購入・売却時の為替レートを事前に確定する目的、および為�
　目的で利用しています。�

　取引の内容�（�１�）�
１．定性的情報�

■デリバティブ取引の時価情報（会社計）�

当社が利用対象としている主なデリバティブ取引は、以下のとおりです。�

　取組方針�（�２�）�

　利用目的�（�３�）�

・株式関連：株価指数先物、株式オプション、株価指数先渡契約�
・通貨関連：先物為替予約、通貨オプション、通貨スワップ�

・債券関連：債券先物、債券オプション�

段と位置付けており、原則として、ヘッジ目的に利用を限定しています。�

当社が利用しているデリバティブ取引の主な利用目的は、以下のとおりです。�

　リスクの内容�（�４�）�

ています。�

クを回避する目的の「通貨関連取引」の一部については、時価ヘッジを行なっています。�

・金利関連：金利先物、金利オプション、金利スワップ、スワップション�

　また、取引形態は、取引所を通じた取引、あるいは、格付等を勘案し信用度が高いと判断される取�

　当社が利用しているデリバティブ取引は、原則として、運用資産の金利・為替・価格変動リスクの�

　上記取引のうち、変動貸付金利を固定化する目的の「金利関連取引」の一部については、キャッシ�

・「金利関連取引」は、変動貸付金利を固定化する目的、および債券の価格変動リスクを減殺する�

　当社では、デリバティブ取引を、運用資産の金利・為替・価格変動リスクに対する有効なヘッジ手�

なお、店頭取引において、リスクが過大となるような複雑な仕組みの取引はありません。�

ュ・フローのヘッジとして金利スワップの特例処理や繰延ヘッジを行なっています。また、為替リス�

ヘッジを目的としているため、デリバティブ取引のもつ市場リスクは減殺され、限定的なものになっ�

引先を選別した店頭取引であり、取引相手が倒産等により契約不履行に陥り、損失を被るリスクは限�

　リスク管理体制�（�５�）�

・時価算定に係る補足説明�

　定量的情報に関する補足説明�（�６�）�

切なリスク管理を行なっています。�

［株式指数先物、債券先物取引等の取引所取引の場合］�

案し信用度が高いと判断される取引先を選別しています。�

・差損益に関する補足説明�

［先物為替取引等の店頭取引の場合］�

［金利スワップ取引］�

・「デリバティブ取引の時価情報」に係る補足説明�

なる外貨建資産と合わせて管理を行なっています。�

用しており、いわゆるトレーディング目的の取引はありません。�

取引相手先から入手した期末日の時価�

期末日のTTM、WMロイターレート、割引レート等を基準として、当社で算出した理論価格�

ていますが、ヘッジ会計非適用分および時価ヘッジ適用分については、当該差損益を貸借対照表お�
よび損益計算書に計上しています。また、繰延ヘッジ適用分については、当該差損益を貸借対照表�

　「差損益の内訳」では、ヘッジ会計適用分の差損益とヘッジ会計非適用分の差損益を区分表示し�

　同様に、通貨スワップ取引は、外貨建資産の為替リスクを回避するために利用しており、対象と�
損益をとらえるのではなく、ヘッジ対象となる運用資産と合わせて管理を行なっています。�
　例えば、金利スワップ取引は、主に変動貸付金利を固定化する目的で利用しており、取引単位で�

　当社では、デリバティブ取引を、原則として、運用資産の市場リスクをヘッジする手段として利�

　取引状況については、運用リスク分科委員会等において、ヘッジ対象となる運用資産とトータルで�

　当社では、デリバティブ取引の取引種類毎に利用方針等を取扱基準として規定化するとともに、取�

期末日の終値または清算値�

引限度額を設定することでリスクを抑制しています。また、取引先の選定にあたっては、格付等を勘�

損益を把握する等、包括的な管理を行なっています。また、取引実施部門（フロントオフィス）と事�
務管理部門（バックオフィス）を分離し、フロント・バック間で相互牽制が働く組織体制をとり、適�

に計上しています。�

定的です。�
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（単位：百万円）�

７８８�

―�
―�

―�

―�
―�

―�
―�

―�

１１，５８４�
△７，３７９�

△２５，１４７�

△２４，３５８�

４，２０４�

１１，６７７�
４３６�

△３０５�

―�

△３０５�
１０，９８４�

３，０００�
３６８，９７８�

３，０００�
３１８，２９５�

（単位：百万円）�

１２，１１３�

１０，９８４�

１０，６７９�

２．定量的情報�
　差損益の内訳（ヘッジ会計適用分・非適用分の内訳）�（�１�）�

―�

２５�
２５�

△４�
△４�

―�
―�

―�

―�
△８，４８８�
△８，４８８�

１１，５８４�
１，０９４�
１２，６７９�

△３６，３５０�
△１０７�

１，５４０�
△１０６�

１１，９９５�
９００�

１０，１３６�
５４２�

△３６，２４２�１１，０９５�

―�

△３６２�
１２，３５８�

３，０００�
４０３，７５７�３６７，９３２�

３，０００�

１，４３４�１０，６７９�

△４０４�
１２，６７９�

１３，０８３�
３，０００�
３３２，８０１�１３，０８３�

△４０４�

区 分�

合 計�

合 計�

区 分�

ヘ ッ ジ 会 計 適 用 分�
ヘッジ会計非適用分�

ヘッジ会計非適用分�
ヘ ッ ジ 会 計 適 用 分�

ヘ ッ ジ 会 計 適 用 分�
ヘッジ会計非適用分�

合 計�

固定金利支払／変動金利受取�
固定金利受取／変動金利支払�

合　　　計�

金利スワップ�

区　　　分�

店
　
頭
�

（注）　�

　金利関連（ヘッジ会計適用分・非適用分の合算値）�（�２�）�

関連１，５４０百万円）、およびヘッジ会計非適用分の差損益は、損益計算書に計上しています。�

３５６，３６３�
３，０００�

区 分�

―�

ヘッジ会計適用分のうち時価ヘッジ適用分の差損益（平成１２年度末：適用なし、平成１３年度末：通貨関連△３６，２４２百万円、平成１４年度末：通貨�

１２，３５８�

１１，９９５�
△３６２�

―�

―�
―�

△１１�
△１１�

―�

―�
―�

―�

―�

―�
―�

―�

１．３４�

―�
―�

―�

２．４０� ―�

３．１３�

３，０００�
０．５６�

０．５５�

（単位：百万円、％）�

３５６，３６３�
１．７５�

―�
―�

―�
―�

―�
１．０１�

―�
―�

０．１９�

―�

―�
―�

０．１６�
１．０２�

―�―�

１．４９�

３．１３�

０．３１�

０．１５�
３，０００�

４０３，７５７�

０．２９�

３６８，９７８�
１．５５�

―�

―�
―�

―�

―�
―�

３．１３�

３，０００�
０．１３�

４８，５００�

０．３７�

０．５６�
３．１３�

―�
―�

０．５７�

―�

３，０００�

１．８３� １．７３�
９３，５０８�２３，５６２�

―�
―�

０．５４�

―�

―�
―�

０．７１�

―�

１．７２� １．５７�
１８７，７９３�

１．７３�

―�
―�

０．２８�
１．３５�

３，０００�
０．１５�

０．１７�

１９，５００�

０．７９�
２．１３�

０．２３�
１．２９�

４，０００�

３．１３� ―�

１．９９�

―�
―�

０．６２�
０．９８�

３５，８２５�

―�
―�

０．３１�

１０４，６７６�

０．３０�
１．５６�

０．３４�

５０，６８３�
２．０６�

２０９，９１８�

―� ―�

２３２，１７５�

９３，７５０�

区 分�

想 定 元 本�

平均受取金利�
平均支払金利�

平均支払金利�

区 分�

想 定 元 本�

平均受取金利�

固定金利支払�

固定金利受取�
変動金利支払�
スワップ�

変動金利受取�
スワップ�

想 定 元 本�
平均受取金利�

平均受取金利�
平均支払金利�

想 定 元 本�

区 分�

平均受取金利�
平均支払金利�

想 定 元 本�

平均支払金利�スワップ�

固定金利支払�

スワップ�

変動金利受取�

固定金利受取�
変動金利支払�

スワップ�

固定金利受取�
変動金利支払�

（ご参考）　金利スワップ契約の残存期間別構成�

―�

―�
―�

３．１３�

３，０００�
０．１３�

―�
―�
―�

―�
―�
―�

平均支払金利�

想 定 元 本�
平均受取金利�

スワップ�

固定金利支払�
変動金利受取�

３，０００�

１１，５８１�

１０，６２７�

７年超�
１０年以下�

１０年以下�
７年超�

１０年以下�
７年超�

５年以下� ７年以下�
１年以下�

３年以下�

３年超�
５年以下�３年以下�

１年以下�
１年超�

７年以下�
５年超�

平成１４年度末�

３年超�

５年以下�
３年超�

１年超�

３年以下�
１年以下�

１年超�

平成１３年度末�
５年超�

７年以下�
５年超�

平成１２年度末�

合　計�１０年超�

合　計�１０年超�

合　計�１０年超�

債 券 関 連�

債 券 関 連�

債 券 関 連�

差損益�
契 約 額 等�

時　価�
うち１年超�

差損益�

平成１２年度末�
契 約 額 等�

うち１年超�
時　価�

平成１３年度末�

金 利 関 連� 通 貨 関 連�

金 利 関 連�

金 利 関 連�

通 貨 関 連�

通 貨 関 連�

平成１４年度末�
株 式 関 連�

株 式 関 連�

株 式 関 連�

平成１３年度末�

平成１２年度末�

差損益�
契 約 額 等�

うち１年超�
時　価�

平成１４年度末�

合 計�

合 計�

合 計�

そ の 他�

そ の 他�

そ の 他�
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�

　債券関連（ヘッジ会計適用分・非適用分の合算値）�（�５�）�

区　　　分�

買建�
売建�

合　　　計�

債券先物�取
引
所
�

―�
３，０６９�

―�―�―�
３，０５８�―�

△１１�

△１１�
―�
―�

―�
―�

―�
―�

―�

―�
―�

（単位：百万円）�

―�
―�

―�
―�

―�
―�

―�

―�
―�

―�

―�

５６，２５８�
２８，６９２�

７，７０７�

１４０�
１４０�

―�
―�

１９，８５７�

（注）　外貨建金銭債権債務等に為替予約等が付されていることにより、決済時における円貨額が確定している外貨建金銭債権債務等で、貸借対照表に�
おいて当該円貨額で表示されているものについては、開示の対象より除いています。�

　通貨関連（ヘッジ会計適用分・非適用分の合算値）�（�３�）�

　株式関連（ヘッジ会計適用分・非適用分の合算値）�（�４�）�

区　　　分�

売建�
買建�

外国株価指数先物�
売建�

株価指数先物�

合　　　計�
買建�

取
引
所
�

―�
―�

―�
２５４�

為替予約�

店
　
　
　
頭
�

英ポンド�

デンマーククローネ�
ユーロ�

英ポンド�
合　　　計�

米ドル�
買建�

デンマーククローネ�

米ドル�
ユーロ�

売建�

区　　　分�

―�
―�

―�
―�

―�
―�

―�
２８０�

―�

２５�

―�
２，７１２�
―�

―�
２５�

―�
１０�

２，７０８�
―�
―�

―�
―�

―�
△４�

△４�

―�

―�
１０�

―�
０�

５４５，１１９�
５８４，０６０�

８，８７６�

３０，０６４�

△１，１４１�８，８４９�―�

―�
１４８�
１４８�

―�
―�

―�
―�
―�

―�
―�

―�

△８，４８８�
―�
―�

８�
８�

―�

６４，７５５�
３３，５１２�
２２，３９３�

―�

―�
―�

―�
△４，８１９�
△２，５３５�

―�

△８，４９７�

△３２�―�８，９０９�

―�１３�

１３２�
―�

―�
―�

５６７�
７１３�

―�
―�

０�１３�

△３６，３５０�
１３２�
―�

△０�
―�

５７３�
７１９�

６�
６�

５８１，４４１�
６２０，４１６�

３０，０６６�
―�

―� ―�
―�

―�
△３６，３２２�

―� ―�
△１�

△３６，３５６�

（単位：百万円）�

―�
―�

―�
―�

―�
―�

―�
―�

―�
―�

―�
―�

―�

―�

―�

―�
―�

△０�

１２１�

１，４３４�

１０３�
△１８�

△１４８�
１，４７９�
１，３３１�

―�―�―�

―�

―�

―�
―�

―�
９，７４７�
５１�
―�

４７，３１９�
３７，５２０�

９，８６８�

―�
５２�

４７，４２２�
３７，５０１�

―�

―�
―�

―�
１５７，２８７�

５１�
２３，７１０�

１８１，０４９�
１５５，８０８�
２３，８５８�

５２�

１７９，７１８�

―�

―�
０�

（単位：百万円）�

差損益�時　価�

差損益�時　価�
契 約 額 等�契 約 額 等�

平成１３年度末�
契 約 額 等�

平成１２年度末�

うち１年超�うち１年超�うち１年超�

平成１３年度末�

うち１年超�うち１年超�
契 約 額 等�契 約 額 等�

差損益�時　価�

平成１２年度末�

うち１年超�
契 約 額 等�

時　価�差損益�

差損益�差損益�時　価� 時　価�

平成１４年度末�

平成１４年度末�

時　価�差損益�
契 約 額 等�

うち１年超�
差損益�

うち１年超�
契 約 額 等�

平成１３年度末�

時　価�時　価�
うち１年超�

契 約 額 等�
平成１２年度末�

差損益�

平成１４年度末�
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�

（単位：百万円）�

２，１８４，７５５�
３，０４７，８４４�

３５５，８８０�
３５６，７８３�

２，１８４，１１４�

２，１４８，６９７�
２，７８８，６２０�

４５７，９５９�
１５５，６３７�
７３７，０１２�

５０６，３０４�

５５４�
１９５，５４２�
６０１，８８０�

２７３，２８４�
１１１，４２８�

４７６�
８３，７２０�

―�
８３，２４４�

―�

２５４，６５５�

２５９，２２３�

■経常利益等の明細(基礎利益)

４０４，２７２�

５４５，５６０�

２，９７５，９６４�
２，３１９，９９７�

１１９，９０２�
６７４，１０１�

５５１，９１７�

２，２９５，０２９�
２，２９４，２９３�

３，２５１，８７０�

４０４，９２３�

２７０，８６７�

９６，６８４�
―�

―�

９７，５３７�
―�

２２，０４２�
５６，３２８�
３０６，７２９�

３２６，０５５�
６５３，６４５�

保 険 料 等 収 入�
うち保険料�

基 礎 収 益 ①�

うち給付金�

うち保険金�
う ち 年 金�

基 礎 費 用 ②�
保険金等支払金�

事 業 費�
資産運用費用（注１）�
責任準備金等繰入額�

うちその他返戻金�
うち解約返戻金�

有 価 証 券 売 却 益�
売買目的有価証券運用益�
金銭の信託運用益�

金融派生商品収益�

その他経常費用�
キ ャ ピ タ ル 収 益�

うち利息及び配当金等収入�
その他経常収益（注１）�

資産運用収益（注１）（注２）�

基 礎 利 益�A（①－②）� ２７５，９０５�

２４２，９０９�

１１２，０３８�

１１２，６１２�

―�

―�
―�

６１，９９０�
１５，５３１�

６３１，３１８�
１３９，４１６�
４７０，８４０�
６２６，６７５�
２６５，９７６�

２９７，８０７�

３，０１１，７８６�
２，２７７，６８３�
２，２７６，３６９�
３６５，０５２�
３６４，０３０�
３６９，０５１�

２，７５３，１５４�
２，１３４，９１５�

２５８，６３２�

―�
２１２，５２７�

―�
７３，３３６�

―�

２０７�
１４，５６６�

―�

１３０，４１６�
△１２８，８０６�

１２４，４１７�

―�
―�

―�
４１８�

―�

―�
―�

４１８�
―�

―�

―�

１２９，９９８�
△４１８�

B
A＋B

４５，９２６�

２８１，６０１�

―�

５，６９５�
―�

１９，３０２�
１５，２１９�

―�
１１，３９３�

―�
９１，８４１�

―�

―�
４，６４７�
―�

―�
９６，７２７�

―�

１０１，３７５�
―�

―�
―�

有 価 証 券 売 却 損�

その他キャピタル収益�

売買目的有価証券運用損�
金銭の信託運用損�

その他キャピタル費用�
為 替 差 損�
金融派生商品費用�
有 価 証 券 評 価 損�

キャピタル損益含み基礎利益�
キ ャ ピ タ ル 損 益�

キ ャ ピ タ ル 費 用�

そ の 他 臨 時 収 益�
危険準備金戻入額�
再 保 険 収 入�

特定海外債権引当勘定繰入額�
個別貸倒引当金繰入額�
危険準備金繰入額�

そ の 他 臨 時 費 用�
貸 付 金 償 却�

再 保 険 料�
臨 時 費 用�

臨 時 収 益�

A＋B＋C １８０，２２６�

２．�

経 常 利 益�

（注）　１．�

み、それ以外はキャピタル損益に記載しています。�

C臨 時 損 益� △１０１，３７５�

１３，２０９�

４３，６６３�

８５，９５０�

１５，９３６�

２２，４０９�

２１，２５４�

３２７，５８０�

２２０，８３９�

△２１４，９６８�

△２１，２５４�

―�

△２２�
１２�
―�

５，３２７�

―�
―�

―�
―�

―�
―�

２，０９６�
５，４８３�

―�

基礎利益算出上の数値を表しており、キャピタル損益および臨時損益に該当する金額を除いています。�
金銭の信託運用損益のうち利息および配当金等収入に該当する金額（平成１３年度：５２５百万円、平成１４年度：４４３百万円）は資産運用収益に含�

為 替 差 益� ８５３� ５７３� ―�

平成１３年度�平成１２年度� 平成１４年度�




